
実効性のある避難を確保するための土砂災害対策検討委員会

令和元（2019）年12月24日_第１回土砂災害防止対策小委員会
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平成30年7月豪雨災害の概要

死者2名

7/6 きたきゅうしゅうしもじく

福岡県北九州市門司区がけ崩れ

いわくにししゅうとうちょう

山口県岩国市周東町土石流等
7/7

死者1
名

ふくちやましおおえちょう

京都府福知山市大江町天然ダム
7/8

7/6 あきぐんくまのちょうかわすみ

広島県安芸郡熊野町川角土石流等

死者12名

(都道府県報告)
1道2府29県

2,581件
土石流等： 791件
地すべり： 56件
がけ崩れ：1,734件

【被害状況】
人的被害：死者 119名

負傷者 54名
人家被害：全壊 364戸

半壊 560戸
一部損壊 470戸

土砂災害発生件数
(7月2日以降を集計)

7/7
土石流等

うわじましよしだちょう

愛媛県宇和島市吉田町

死者4名

死者2名

7/7
がけ崩れ

かごしましふるさとちょう

鹿児島県鹿児島市古里町

みよししやましろちょう

徳島県三好市山城町地すべり
7/7

凡例

発生件数
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①広島県 1,242件
②愛媛県 413件
③山口県 184件
④高知県 126件
⑤福岡県 113件

土砂災害発生順位

【台風第7号経路】

温帯低気圧
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○複数の斜面・渓流から土砂が流出し被害を及ぼす「同時多発的」災害であった。

平成30年７月豪雨に伴う土砂災害の特徴
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○平成30年7月豪雨における土砂災害を踏まえ、被害実態の検証、これまでの取り組みの検証とともに、今後の対策のあ
り方について検討を行うため、「実効性のある避難を確保するための土砂災害対策検討委員会」を設置。

実効性のある避難を確保するための土砂災害対策検討委員会の概要

■課題
１．平成30年7月豪雨による土砂災害の

被害実態の検証
２．土砂災害警戒情報に関する検証
３．土砂災害警戒区域に関する検証
４．実効性のある避難を確保するための

ハード・ソフトの連携のあり方の検討
■委員名簿
海堀正博 広島大学 教授
小杉賢一朗 京都大学 教授
阪本真由美 兵庫県立大学 准教授
中北英一 京都大学防災研究所 教授
中村功 東洋大学 教授
藤田正治 京都大学防災研究所 教授
松本浩司 日本放送協会 解説主幹
水山高久 政策研究大学院大学 特任教

授
■スケジュール
平成30年 8月10日 広島現地調査

9月11日 第１回委員会
10月31日 第２回委員会
12月12日 中間とりまとめ

平成31年 3月28日 第３回委員会

■主な意見

第１回委員会（9月11日）

警戒区域の指定と合わせて自主防災組織の活動を活発にする方策や土砂
災害の危険性の啓発の仕方を考えるべき
土砂災害警戒区域外への避難が難しい場合に備え、一時的な退避ができ
る場所等を確保するための対策を検討するべき
土砂・洪水氾濫によりライフラインに被害が想定される箇所について早
急な点検をし対策を講ずるべき

第２回委員会（10月31日）

避難勧告発令時の対応を家の場所・状態、 住民の特性に応じて個別に
考えていくべきであり、これを地区防災計画に反映すべき
土砂災害警戒情報の発表基準を毎年見直すことにより、防災意識の向上
につなげるべき
地区の自主性に基づく避難計画の作成を支援し、地区及び市町村の警戒
避難体制を強化すべき

土石流災害現場（広島市矢野東）の調査 第２回委員会（10/31）の実施状況
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検討会の検証結果①
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結果Ⅰ 土砂災害警戒情報
死者のあった場所では、その箇所すべてにおいて土砂災害警戒情報が発表され、避難勧告も概ね発令さ
れていたが、必ずしも認知されていない、もしくは切迫性が伝わらなかった。
発表から発災までの時間（リードタイム）が短い場合や長時間に及んだ場合は、避難勧告を発令できて
いない市町村があった。

結果Ⅱ 土砂災害警戒区域
平成29年度末現在、基礎調査は約9割完了しているが、指定は約8割であり、指定の手続きに時間を
要している。
土砂災害警戒区域の中でも、土砂災害の恐れがあることが認識されていない場合があった。

結果Ⅲ 避難行動
地域における共助により避難が行われ難を逃れた事例があった。
自宅以外の場所へ避難しなかった理由としては、「自宅の土砂災害の危険性は低いと思っていたから」など
であり、災害リスクを理解していないことにより、避難行動をとっていない可能性がある。



検討会の検証結果②
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浸水、川の氾濫
土砂災害の発生など
周辺環境の悪化

消防、警察、近所の人、家族等の呼びかけ

防災無線
テレビ・ラジオ
不明

NHK被災者アンケート（広島県、岡山県、愛媛県の被災者310人対象）を元に砂防部作成

環境の悪化
３４％

呼びかけ
３２％

その他
３５％

○平成３０年７月豪雨災害における「避難のきっかけ」についてのアンケートでは、環境の悪化、呼びかけ、その他の要因
が、それぞれ約３割となっている。



検討会の検証結果③
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○平成３０年７月豪雨による被災地域においてアンケート調査では、自宅が土砂災害警戒区域に含まれているかを正
しく認識していたのは約２割

正しく認識

36人

約２割（24%）

誤って認識

15人，10%

知らなかったと回答

101人

66%

知っていたと回答

【問】自宅が土砂災害警戒区域に含まれるか（又は含まれないか）知っていましたか

【N=152】（無回答を除く）

※

※認識していた内容と実際が異なっていた（例えば、自宅が
警戒区域に含まれると回答し、実際には含まれなかった）



○平成30年7月豪雨による土砂災害を検証した結果、土砂災害警戒情報や土砂災害警戒区域等の各種情報の認識
が不足していることなどが課題。

○検証結果を踏まえ、公助と共助を有機的に結びつけ、地域の実情に応じた防災行動の促進が必要。

検討委員会の報告

（市町村）

地域防災計画
（住民）

地区防災計画

地区防災
計画の認定

自発的な
防災計画の策定

既存の市町村の歯車に
新しく住民の歯車を嚙み合わせ

大きく力強い防災力を生み出す

住民への支援 市町村への支援

土砂災害警戒情報の精度向上等
○技術開発

市町村の防災力向上の支援体制の構築
○ガイドライン等の改訂・充実

災害の特徴を踏まえたその他の対策
○インフラ・ライフライン等を保全する

施設整備・交付金支援
○土砂・洪水氾濫対策に関する検討

地区防災計画に基づく警戒避難体制の構築
○技術支援ガイドラインの作成

土砂災害警戒区域等の認知度の向上等
○交付金支援

地区防災計画と連携した砂防施設の整備
○施設整備・交付金支援

7



○日程：９月３日

○参加者：
都道府県、国（国土交通省本省、地方整備局、国土
技術政策総合研究所） 計約５０名※オブザーバー含む

○開催の目的：
各都道府県の土砂災害警戒情報の精度向上へ向
けた課題や要望などについて共有し、課題解決に向
けての議論を行う。

○内容：
代表的な都道府県からの説明を通じて、土砂災害警
戒情報の精度向上に関する取組状況や抱える課題
等の観点から、活発な議論を実施。

※今後も継続的に開催予定

土砂災害警戒情報の精度向上

○ 土砂災害警戒情報の精度向上等の取組を促進することを目的として、昨年度に引き続
き、都道府県担当者による会議を開催（令和元年9月3日）。

○ ５段階の警戒レベルによる防災情報の提供開始に伴い、土砂災害警戒情報の警戒文
を見直し（令和元年5月29日～）。

■警戒レベルを踏まえた土砂災害警戒情報の警戒文の見直し（令和元年5月29日）

■土砂災害警戒情報精度向上勉強会の開催

【警戒文】
＜概況＞
降り続く大雨のため、土砂災害警戒区域等では命に危険が及ぶ土砂災害がいつ発生してもおかしくない非常に危険な状況です。

＜とるべき措置＞
避難が必要となる危険な状況となっています【警戒レベル４相当情報［土砂災害］】。崖の近くや谷の出口など土砂災害警戒区域にお住まい

の方は、市町村から発令される避難勧告などの情報に留意し、少しでも安全な場所への速やかな避難を心がけてください。

土砂災害警戒情報の「警戒文」に相当する警戒レベルを記載

土砂災害警戒情報精度向上勉強会概要 国からの情報共有都道府県からの情報提供

昨年度の委員会の最終報告に盛り込まれた「土砂災
害警戒情報の精度向上等」について国から説明

土砂災害警戒情報の発表基準の見直しを実施した
都道府県からの具体的な取組内容の説明

土砂災害警戒情報のCLの見直し（長野県の例） 「実効性のある避難を確保するための土砂災害対策検討委員会」
報告書概要

土砂災害警戒情報と避難が必要なことを示す警戒レベル４相当情報との関
係がよりわかりやすくなるよう、＜とるべき措置＞欄の説明を充実。
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○ 防災体制、防災意識の啓発、避難訓練等について、先進的な自治体・地区の取り組みの事例や情報の
他への利活用を促進するため連絡会の設置について通知。（平成30年12月21日）

平成30年12月12日の中間取りまとめ公表を受け、取組推
進のための都道府県へ通知。

今年度の都道府県の取組を共有するとともに、全国の担当者を集めた全国規模の連絡会議を令和２年２月
に開催予定。

○通知概要

委員の構成

・都道府県の砂防担当部局の長

・都道府県の警察、消防、水防、道路、民生、医療等

の関係部局の長

・市町村

・地方整備局の砂防、

道路担当部局の長

・砂防を専門とする

有識者

など

会長

都道府県の砂防担当部局の長

事務局

都道府県砂防担当課

○連絡会の組織構成（例）

連絡会開催イメージ
（例：大規模氾濫減災協議会）

平成30年12月21日 事務連絡
「土砂災害防止法に基づく警戒避難体制の充実・強化等に
ついて」
市町村の防災担当者や自主防災組織等の防災リーダーの土砂
災害に関する知識の習得等を支援するため、防災体制、防災意識
の啓発、避難訓練等について、先進的な自治体・地区の取り組みの
事例などを共有し、それらの情報を他自治体などで利活用する動き
を促進するための連絡会を設置するなどの体制を整備すること。

連絡会等を通じた先進的取組の拡大支援

平成31年3月7日 事務連絡
「実効性がある避難を確保するための土砂災害対策の推
進について」
・必要に応じて砂防等を専門とする有識者からの助言を受けること
・全国の情報共有を目的として、全国総合土砂災害防止対策推進
連絡会（仮称）を開催（予定）
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○住民にとってわかりやすい土砂災害ハザードマップの作成を支援するために、土砂災害ハザード

マップ作成のための指針と解説（平成17年7月）を令和２年５月中に改訂予定。

【改訂のポイント】

○市町からハザードマップ作成にあたって工夫した事例を収集して掲載

巨大ハザードマップの避難訓練での活用事例

ハザードマップへの要配慮者利用施設情報記載事例避難所への避難経路記載事例

住民にとってわかりやすい土砂災害ハザードマップ作成のための指針と解説の改訂
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○消防庁と国土交通省が連名で、都道府県に対し、市町村が自ら行う土砂災害を対象とした避難訓練の実施や、地域
で行われる避難訓練の実施状況把握等を行うよう通知（平成31年2月6日）

○国土交通省砂防部より、避難訓練の実施に当たっては、「避難の声かけ」や「安全の確認」を訓練計画に取り組み、重
点的に実施するよう通知（平成31年3月12日）

国土交通省消防庁

都道府県
消防防災主幹部局

都道府県
砂防関係主幹部局

市町村
土砂災害に関する防災訓練の実施

通知

支援 支援

通知

連携

連携

【声かけ訓練の実施状況】
静岡県浜松市

土砂災害・全国防災訓練の実施
・全国の土砂災害警戒区域等を有する市町村において、6月
の「土砂災害防止月間」を中心に実施。

・昨年の災害で地域の住民や家族が声をかけあうことで避難
が進んだ事例が多く報告されていることから、令和元年では地
域の要配慮者を含め、地域内での声かけにより避難する取り
組みや、安全を確認する訓練を重点的に実施予定。

【2019年キャッチフレーズ】
「避難の声かけ、安全の確認」

はままつし

土砂災害に関する防災訓練実施促進

【声かけ等訓練啓発イラスト】
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防災教育の促進の実施促進

○ 子ども達が土砂災害から命を守る方法を学び考える機会となるよう、防災教育ツール（防災
カードゲーム、防災教育動画）を中部地方整備局で作成し、防災教育の現場で活用。

○ 今後、学校・教育関係者への広報活動を進めていく。

防災教育ツールを活用した防災教育の実施

日時：令和元年６月１８日(火)

場 所：岐阜県養老町立養老小学校

防災教育ツール

防災カードゲームの体験

土砂災害の概要について説明
模型を使って、

対策や避難の重要性について説明

防災教育動画を使って、
命を守る行動・備えについて学習

防災カードゲーム

防災教育動画 12



土砂災害警戒判定メッシュ情報の高解像度化

○ 市町村が避難勧告等の判断により一層活用できるよう、気象庁が提供する土砂災害警
戒判定メッシュ情報を現状の5kmメッシュから1kmメッシュに高解像度化。

平成29年7月九州北部豪雨における例（平成29年7月5日16時)

※予想データは17時・18時の実況データから試算

現行の土砂災害の「危険度分布」は解像度が粗く(5kmメッシュ)、必ずしも避難が必要でない住民にまで避難の必要性
を伝える情報となっている場合がある。

嘉麻市
川崎町

添田町

朝倉市 東峰村

嘉麻市
川崎町

添田町

朝倉市 東峰村

※ なお、一部の都道府県では1kmメッシュ情報を公開している。

高
危
険
度

低 今後の情報等に留意

極めて危険
非常に危険
警戒
注意

土砂災害警戒判定メッシュ情報
（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）

必ずしも避難が必要ではなかった地域
（改善後の危険度分布で期間中(5日14時～6日04時)の

最大の危険度が「注意」(黄色)以下だったメッシュ）

現状 変更後
土砂災害の「危険度分布」の高解像度化

① 市町村の避難勧告等発令判断に資する情報としての活用
（例）都道府県が市町村の避難勧告を発令する単位で危険度を表示することによって、市町村が適切に地域を絞り込んで避難

勧告等を行うことを支援。
② 住民等の避難するマインドを向上させる情報としての活用
（例）住民等が自分の今いる場所の危険度をより適切に把握できるよう、自宅等が容易に特定できる詳細な地図と重ね合わせ。

警戒避難
への活用

土砂災害の「危険度分布」の高解像度化 【６月28日13時から開始】 ※ 気象庁報道発表資料に一部追記

13



土砂災害警戒区域等の認知度向上の取組

○ 住民等が日常から土地の持つ土砂災害の危険性を十分認識できるよう、土砂災害警
戒区域等について、現地に標識を設置する等の取組を推進。

14

取組事例

○郵便局等における土砂災害ハザードマップの掲示（石川県）

○土砂災害警戒区域内の住宅へ戸別周知（熊本県）

住宅地図に指定範囲を明示し配付

○スマートフォン向け情報提供 （長野県）

スマートフォンのGPS
機能を使用することで
現在地周辺の気象・
避難所・警戒区域の
把握が可能

○現地の標識設置

新潟県（令和元年７月設置）

令和元年6月末までに164市町村で設置取り組みを開始。
今年度中、新たに75市町村で順次取り組み予定。


